










【報告事項２】                                   資料３(別紙) 

介護サービスの評価に係る政令市等の実施状況 

１ 政令市（評価を実施・実施予定の政令市） 

 実施開始年度 評価主体 評価方法 対象サービス 公開方法／その他 

川崎市 

平成１６年度に「川崎市福祉サービス第三者評価事業推進委員会（仮称）」を設置し，評価項目，判定基準，評価の実施方法，体

制等を協議検討する。協議検討内容に一定の結論を得た後，児童，障害者，高齢者各分野において第三者評価モデル事業を実

施予定。 

県下の事業者等で構成される「社団法人かながわ福祉サービス振興会」が中心となった検討会に参加(次頁参照)。 

横浜市 

平成１５年度「横浜市福祉第三者評価検討委員会」を設置し，評価基準，評価調査者の養成，評価機関の認証基準等について

検討。介護保険施設のほか，障害児・者施設，保健所のモデル評価を実施する予定。 

県下の事業者等で構成される「社団法人かながわ福祉サービス振興会」が中心となった検討会に参加(次頁参照)。 

名古屋市 

平成１３年度 名古屋市在宅介護サービス事

業者連絡研究会 

自己評価 

利用者評価 

・居宅介護支援・訪問介護・訪問

入浴介護・訪問看護・通所介護・

通所リハビリテーション・短期入所

生活介護・短期入所療養介護 

冊子及びホームペー

ジでの公開 

大阪市 

平成１５年度実

施予定 

おおさか介護サービス相談セン

ター(任意団体) 

第三者評価 訪問リハビリテーション，居宅療

養管理指導，痴呆対応型共同生

活介護，福祉用具購入，住宅改

修を除いた介護保険サービスを

検討 

公開方法は未定 

国の第三者評価に

係る動向を注視しな

がら検討を行う。 

神戸市 
平成１２年度 神戸市消費者協会介護保険評

価委員会(任意団体)  

第三者評価  訪問介護・訪問看護・通所介護 冊子及びホームペー

ジでの公開 

北九州市 

平成１２年度 北九州市介護サービス評価

委員会 

第三者評価 居宅介護支援・訪問介護・通所介

護・通所リハビリテーション 

介護老人福祉施設・介護老人保

健施設 

冊子及びホームペー

ジでの公開 

平成１６年度以降，

民間へ移管 

福岡市 

平成１４年度 介護サービス評価センターふく

おか(福岡市社会福祉協議会) 

第三者評価 居宅管理指導，福祉用具購入，

住宅改修を除いた介護保険サー

ビス 

ホームページで公表 

 

２ その他 

 実施開始年度 評価主体 評価方法 対象サービス 公開方法／その他 

社団法人 

かながわ福祉 

サービス振興会 

平成１２年度 

(平成９年度か

ら試行実施) 

社団法人かながわ福祉サービ

ス振興会 

自己評価  

利用者評価 

居宅介護支援・訪問介護・訪問入

浴介護・訪問看護・通所介護 

冊子及びホームペー

ジでの公開 

 

３ 京都府（モデル事業） 

 実施開始年度 評価主体 評価方法 対象サービス 公開方法／その他 

京都府 

平成１５年度 

 

社団法人，財団法人，営利企

業，ＮＰＯ法人等を対象として

公募を行い，平成１５年度は，

９機関を認定（受診事業所は，

１１０事業所） 

第三者評価 介護保険事業者について，サー

ビス種別に関わらない事業所（組

織体）を評価する。ただし，居宅療

養管理指導・福祉用具貸与のみ

の事業者は除く 

冊子及びホームペー

ジでの公開 

 

４ 痴呆性高齢者共同生活介護グループホームに係る外部(第三者)評価(京都府における実施状況) 

 実施開始年度 評価主体 評価方法 対象サービス 公開方法／その他 

痴呆性高齢者 

グループホーム 

外部評価 

平成１４年度  痴呆介護研究・研修東京セン

ター 

協力機関：京都府痴呆性高齢

者グループホーム協議会 

第三者評価 

 

痴呆性高齢者共同生活介護 

(平成１４年度中に１１事業者の評

価を実施／平成１５年度は２０事

業者を予定) 

ホームページでの 

公開 

 
５ 国（厚生労働省）の取組み 

国では，主管局ごとに評価基準の検討，策定，モデル事業等を実施している。 

介護サービスの 

第三者評価 

モデル事業 

平成１５年度：（社）シルバーサービス振興会において，評価の実施方法，評価基準等について調査研究を行う。 

平成１６年度：全国７ブロックにおいて１次モデル事業を実施し，その結果を踏まえ全都道府県において２次モデル事業を実施す

る。評価対象サービスは，訪問介護，訪問入浴介護，通所介護，福祉用具貸与，特定施設入所者生活介護，介護老人福祉施

設，介護老人保健施設の７サービス 

平成１７年度からの本格実施を目指す。 

 

  


